THE CHANGE OF SINGLE RESIDENCE, AND THE POSSIBILITY OF SHARE HOUSING : PROPOSAL OF REPARING, BY CASE STUDYING MEJIRO’S SINGLE RESIDENTIAL CONDOMINIUM by 飯田 勇人
単身居住の変遷とシェア居住の可能性 : 目白単身
者共同住宅をケーススタディとした改修の提案
著者 飯田 勇人
出版者 法政大学大学院デザイン工学研究科
雑誌名 法政大学大学院紀要. デザイン工学研究科編
巻 5
発行年 2016-03-24
URL http://hdl.handle.net/10114/12850
法政大学大学院デザイン工学研究科紀要	 Vol.5(2016 年 3 月)	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 	 法政大学 
 
単身居住の変遷とシェア居住の可能性 
-目白単身者共同住宅をケーススタディとした改修の提案- 
 
THE CHANGE OF SINGLE RESIDENCE, AND THE POSSIBILITY OF SHARE HOUSING 
-PROPOSAL OF REPARING, BY CASE STUDYING MEJIRO’S SINGLE RESIDENTIAL CONDOMINIUM- 
 
飯田勇人 
Hayato IIDA  
主査	 渡辺真理	 	 	 副査	 赤松佳珠子・岡本哲志	  
 
法政大学大学院デザイン工学研究科建築学専攻修士課程 
 
The Bulletin of Graduate Engineering and Design Studies of Hosei University will be prepared from 
camera-ready copy received from authors. All manuscripts should be in Japanese or English. Please follow the 
instructions printed on this sample paper with regard to the placement of title, authors’ names and affiliations 
as well as main text.  
Key Words :Single, Condominium, Share housing, renovation	  
 
 
０．	研究背景と目的 
近年、空間やモノを共有する“シェア”という考え方
が様々な分野に波及し、注目されている。単身者が集ま
り住まいを“シェア”する暮らし方もその一つであり、
シェアハウス等の共同生活の流行が目立つようになって
きたと感じる。この現象は、現代の希薄なコミュニティ
への反動が少なからず影響しているのではないだろうか。	
さらに、シェア居住の主体となっている単身居住者に
ついてもその増加が懸念されており、今後十数年増加し
続けるとされている。未婚者の増加や都市への人口集中
など、理由はさまざまあるだろう。世帯の変化に伴って
住まいも変化してきたが、単身者たちの暮らしにおいて
も“集まって住む”ことはどの時代にもあったことであ
る。共同住宅の変化と変遷を分析することで、現代シェ
ア居住の位置付けをするとともに、従来の共同居住形式
とはどのような差異があるのかを明確にする。	
また、高度経済成長期に建設された団地は老朽化し、
解体され、建て替えが進んでいる。今後、団地や寮の改
修によるシェア居住化が行われていくことを考えたとき、
持続的で快適な共同生活が生まれるためにはその計画手
法に一般解と呼ばれるものは存在するのだろうか。民間
事例の分析を参考に、東京都豊島区に都市型単身者住宅
として 1959 年に建設された UR 目白団地をケーススタデ
ィとして、シェア住居への改修を提案する。この改修計
画を通してシェア居住の可能性を示唆するとともに、来
たる高齢社会の暮らしの在り方を考えるきっかけとなる
ことを目的とする。	
１．	序論：単身世帯の増加とその問題	
（１）世帯の変化と分類 
世帯全般について、平均世帯人員は減少しており、世
帯数は増加している。世帯数の増加は 2020 年までと推計
されているが、平均世帯人員は減少し続ける。	
	
図１	 世帯数と平均世帯人員	
	
これは、世帯分類別に見たときに「夫婦のみ世帯」と
「単独世帯」が増加していることが影響している。この二
つの世帯に関しては少子高齢化の影響もあることから、
特に高齢世帯の増加数が著しい。	
	
図２	 世帯分類別世帯数の比較(1985,2010)	
 （２）単独世帯増加の傾向と背景 
単独世帯に限って見ると、全各年齢階級において総世
帯数に占める単独世帯数の割合は増加しており、特に中
年層での増加が顕著であった。この単独世帯増加の背景
は年代別に異なる。 
	 １）20 代：大学進学と晩婚化	
20 代では、20 代後半が特に増加傾向にあった。大学進
学率の上昇によって就業年齢が遅くなったことや、女性
の就業者が増えたことから初婚年齢が上昇していること
が要因であると考えられる。就学就業時、特に大学進学
時に親元を離れた場合、単独で暮らす期間は非常に長い。
数値では測れないが、結婚に対する価値観が変化してき
たように、ライフスタイルの多様化の影響も大きく関わ
っていると推測できる。 
	 ２）30-50 代：未婚率の上昇	
30 代から 50 代の増加要因は、未婚率の上昇である。未
婚率は男女ともに 1975 年以降に急上昇を見せており、女
性に比べて男性の未婚率が高く、未婚者数も男性の方が
多い。2010 年では、30 代前半の男性の約半数が未婚であ
り、50 年間で 5 倍に増加した。50 歳の未婚率を生涯未婚
率というが、特に男性で上昇しており、しばらく一桁だ
った数値は 2010 年には約 20%になっている。つまり、5
人に1人が結婚をせずに生涯を終えるという計算になる。	
	
図３	 未婚率の推移（左:女性、右:男性）	
	
３）60 代以降：配偶者との死別	
60 代以降の主因は配偶者との死別であると考えられる。
我が国の平均寿命は男性より女性の方が長く、約 6 歳の
差がある。さらに、初婚年齢から推測される夫婦の年齢
差は、女性の方が若く、現在より以前の方が大きい。こ
の年代の結婚時には約 3 歳の差があったと考えられる。
高齢化や世帯の分散の影響も受け、寿命や夫婦の年齢差
から、この年代では特に女性の単身者が増えた。	
（３）単独世帯増加に起因する諸問題 
単身者増加の影響として、貧困化、要介護者になった
場合、社会的孤立のリスクの３つの問題を引き起こすと
予見されている。これは単身者に非正規労働者が多いこ
とや高齢者が年金だけでは生活が厳しいこと、地域活動
への参加が少なく、交流が乏しいことから指摘される。	
（４）小結	
単独世帯の増加に起因する問題は社会保障の視点から
の論考を参考にしているが、閉鎖的である現代の住まい
にも問題があるのではないか。特に住まいによって改善
できるものは地域社会とのつながりだろう。積極的な地
域交流を創出するためにも、住まいの在り方や暮らし方
も見つめ直すべきであると考える。	 	
これからは男性の高齢単身者が増えることが予想でき
る。男性の方が未婚者が多く生涯未婚率も高いことで、
独身のまま単身となる世帯が多くなるからだ。そうなる
と、男女ともに高齢者での単独世帯の増加は免れられな
いだろう。それと同時に、若年層でも、閉じた暮らしか
ら開いた暮らしへと、暮らしに対する意識の変化を促す
べきではないだろうか。その意識の変化が、単独世帯増
加の大きな要因となっている未婚率の進展を防ぐことに
つながるかもしれない。	
 
２．	単身居住の変遷とその類型	
（１）用語の定義	
シェア居住は幾つかの種類に分類できる。 
一室を賃貸する「ルームシェア」や一般的な戸建て物
件を賃貸する「ハウスシェア/シェアハウス」は、対象が
一般住宅であり、運営主体がシェア居住の当事者である。
コストやリスク管理を自ら負担するスタイルであり、「自
主運営型」とする。 
一方で、賃貸住宅の管理会社と大家の関係のように、
事業者がオーナーと入居者のあいだに介在する形式があ
る。共用部を中心とした物件全体の運営管理に外部の事
業者が責任を持つ。これを「事業者介在型」とする。現
代シェア住居といわれ、昨今浸透してきた「シェアハウ
ス」と呼ばれるものがこの形式である。 
	 本論文では、混同を避けるために、自主運営型の戸建
て物件の形式を「ハウスシェア」、事業主介在型を「シ
ェアハウス」とする。また、これらの生活が営まれる場
を、総じて「シェア住居」とする。 
 
図４	 シェア住居の分類 
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（２）単身居住者の変遷	
単身居住の変遷をみていくと、単身者住宅は人口の都
市流入とともに変化を遂げてきたことがわかる。その変
化の過程で、長屋で共同使用していた水回りなどの設備
は、最終的にワンルームマンションですべてが私有化さ
れている。つまり、シェアを嫌い、住戸内での暮らしの
完結を目指してきた。しかし、現代のシェアハウスはか
つての共同居住の形式に非常に近い。共同することを嫌
うのではなく、むしろそれを楽しむ現代のシェア居住は、
建築の形式だけをみると決して新しいものではなく、か
つての設備共用アパートへの回帰のようにも思われる。
しかし、数ある選択肢から自ら共同生活を選択している
ことからも、時代の変化が生んだ新たな居住形態と言え
るだろう。 
それぞれについて、居住空間の構成要素を抽出し、住
空間をダイアグラム化した。構成要素として、各住戸に
あたる私的空間を[P(private)]、廊下や階段を含む共用空間
を[C(common)]（滞在空間を C1、移動空間を C2 とした）、
設備を[F(facility)]で示しており、それをまとめたものが以
下の図になる。 
 
図５	 ダイアグラムによる共同住宅の変遷 
 
（３）現代シェア居住の普及背景	
「自主運営型」シェア居住では、⑴経済的要因、⑵イン
ターネットの発達によって募集が容易になったこと、⑶
海外渡航者が増え抵抗がなくなったこと、が挙げられる。
「事業者介在型」シェア居住では、「自主運営型」の他に、
⑴物件ごとのコンセプトや交流などの生活の魅力、⑵未
婚率上昇の影響が背景となっているだろう。これらの傾
向をまとめると、「自主運営型」は経済的側面が、「事
業者介在型」は暮らしの価値向上の意識が大きいと考察
できる。 
（４）現代シェア居住の事例	
現代シェア居住の事例として、その戸数から大中小規
模に分類し、三物件の事例についても住空間ダイアグラ
ムを作成した。大規模事例としたのは株式会社リビタの
「シェアプレイス東神奈川 99」で 99 室、中規模が井坂幸
恵(bews)設計の「コクリエ」で 16 室、小規模は常山未央
(mnm)設計の「不動前ハウス」で 7 戸から成っている。ど
の物件でも共用部（C1）を中心とした基本構成は同様で
あるが、一義的ではない。それが各シェアハウスを特徴
づけ、魅力へとつながっているのだろう。	
	
図６	 ダイアグラムによる事例分析	
	
（５）小結	
現代シェア住居としての「事業者介在型」シェアハウ
スを位置付けるため、従来共同住宅と⑴入居条件・対象、
⑵空間構成（共用部・個室）、⑶滞在期間、⑷常駐する
管理人、の観点から比較した。比較対象は、コレクティ
ブハウス、寮・寄宿舎、ゲストハウス、コーポラティブ
ハウスとした。シェアハウスの定義は曖昧であるが、本
論文におけるシェアハウスの定義以下のようにした。 
⑴年齢制限や審査があるものの基本的にはオープン 
⑵個室と水回りやラウンジなどの共有部がある 
⑶中長期滞在を前提としている 
⑷居住者のコミュニティが管理を行うため常駐の管理 
人はいない 
このからシェアハウスの独自性が明らかになり、単独
世帯を基本構成とし、共用部を豊かにしようと物件ごと
にコンセプトを持った暮らし方はこれまでになかったこ
とが明らかとなった。これらの点からも、シェアハウス
が単に回帰ではなく、新たなニーズから生まれた新しい
居住の形であると言うことができるだろう。 
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３．	単身者共同住宅の計画課題	
（１）都心単身団地	
都心単身団地はほぼ同時期に建設され、住戸が極めて
小さい単身者向け住戸を備えていることと設備が共用で
あることが特徴と言える。現在はほとんど残っておらず、
目白団地は希少な例である。建て替えや改修は複数の団
地が連携して計画されてきたが、目白団地でも同様に他
団地と連携しながら改修されることが予定されている。 
（２）目白単身者共同住宅の概要	
目白団地は、1959（昭和 34）年に建設された。JR 池袋
駅と目白駅の中間に位置し、周囲を閑静な住宅街に囲ま
れている。4 階建て中廊下型住棟の中に 206 戸（男性 110
戸、女性 96 戸）が並び、共用便所・浴場・ラウンジを持
つ。各住戸の平均床面積は約 11 平米と現代の生活水準に
比べて極端に小さく、その改善が必要とされている。 
また、平成 4 年 9 月に新規入居者の募集を停止してい
るが、平成 24 年と平成 26 年に定期借家として再度募集
をかけており、それぞれ 4 人、8 人が加入している。平成
27 年 10 月の時点で、入居者は 64 名（男性 39 名、女性
25 名）、142 戸が空き住戸となっている。28 歳から 90
歳までおり、平均年齢は 61.4 歳となっている。なお、普
通借家が 67.2 歳、定期借家が 36.3 歳である。 
 
図７	 現況各階平面図 
 
（３）建替計画の問題	
建て替え計画上の課題として、様々な法規や条例を加
味する必要がある。既存不適格となっている日影規制容
の改善義務が発生せず、積率を確保するためにも大規模
な修繕とならない程度の改修が求められている。また、
周辺道路が狭小であることも建て替えに係る問題となっ
ている。ここでは建て替えよりも改修によってイメージ
を刷新することが有効であると考察した。 
（４）既往計画の分析	
既往計画を詳しく分析したが、高齢者の入居を対象と
していることから、共用部の充実よりも住戸の拡張と水
回り設備の個別化を優先している。また、高齢者が入居
することを前提としており、「高齢者向け優良賃貸住宅
（高優賃）」の基準を満たすために居室を広くすることや、
高齢者向けに EV を設置していることが目立つ。高優賃は、
高齢者の単身・夫婦世帯が安全に安心して居住できるよ
うな優良な賃貸住宅の供給を促進するための制度であり、
専用部と共用部の面積等についての規定がある。 
既往計画において、大きな矛盾点があるようには思わ
ないが、いずれも実現はされなかった。これには前面道
路幅員が 4m（一部 4m 未満あり）と狭小であり、接道条
件が悪いことが影響している。金銭的な問題も関係して
いるだろう。既存住戸の家賃が 3 万円未満であるため、2
戸 1 にするだけで単純に 6 万円程度の家賃になる。さら
に改修にかかる費用を回収しようと考えるとさらに家賃
に上乗せされるだろう。改修費用とランニングコストの
折り合いをつけることも今後の課題である。 
（５）小結	
	 近年リノベーションされた神奈川県座間市のホシノタ
ニ団地や東京都日野市の多摩平団地は、地域活動の拠点
としての役割を果たしているようにも思う。豊かな緑の
ある中庭を備え、都心駅からほど近い目白団地にもこの
ようなポテンシャルがあるのではないだろうか。上位計
画とも言える豊島区のマスタープランをみると、目白地
区は良好な住宅地として閑静な街並みを保全するととも
に、活気のある拠点の形成を目指しているとある。住宅
によって活気を作り出すために、集合住宅が拠点となる
ことは大いにありえるだろう。 
また、既往計画からさらに計画を発展されると考えた
とき、既存共用部に手を加える必要があるのではないか
と考える。住戸すべてにバスユニットを設置する、また
は既存住戸を残す場合でもシャワールームを各階に配置
することができれば地階の浴場は不要になるだろう。こ
の浴場と、現在活発に利用されていないラウンジの利用
方法を含めた計画が、過年度既往計画に不足していると
感じた。世帯向けの団地やマンションとは異なり、共用
部が多いことが単身者共同住宅のひとつの特色であり、
生かすべき長所なのではないだろうか。 
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４．	目白団地改修計画-シェアハウスへの転換-	
（１）なぜシェアハウスなのか	
目白団地に係る諸条件と空間構成の類似性から、シェ
アハウスへの再生が合理的であると考えた。一方で、単
身世帯の傾向をみると高齢者の増加が懸念される。シェ
アハウスは若い世代が多いという特徴があり、高齢者は
参加しにくい。そこで、本論文でのケーススタディでは、
高齢化した従前居住者を含めた改修を提案した。高齢者
が居るという状況からであれば、そこに若者が混在する
ことでさらに幅の広いコミュニティの形成が望め、同世
代のみのコミュニティに比べて社会性は高くなるだろう。 
（２）事例分析から見る適正規模	
シェアハウスを数多く手がける株式会社リビタの 14物
件の設備機器数から、共用部の適正規模を算出した。共
用部は多いほど快適性は高くなるが、同じ敷地の中で共
用部を多くすれば戸数は減り、家賃は高くなってしまう。
そのため、過不足なく供給することが望ましいが、これ
はその一つの指標と言えるだろう。 
 
表１	 住戸１に対する必要設備機器数の算出	
	
	
（３）改修案	
シェアハウスでの多世代居住が有効であるとはいえ、
高齢者と若者が常に一緒に生活することは互いのストレ
スになりかねない。多くの場所をつくり、居場所を選択
できることが重要である。これを含めて、居住者が適度
な距離感を持って暮らすことができる 7 つのポイント
（『家族と住まない家	 血縁から〈暮らし縁〉へ』より）
を踏まえて本計画における以下の 3 つの原則をまとめ、
改修案に適用した。 
	・コミュニケーションの拠点があること	
	・外に開かれたり外を取り込む仕組みがあること	
	・暮らしの中に選択肢があること	
（４）改修スキーム	
目白団地は、今後進む都心単身者共同住宅の改修計画
の中で、4 つの市街地住宅の移転先としてされている。こ
の移転計画は平成 31 年ごろまで続く予定であり、移転を
考慮しなければならない。前提条件として、⑴ 現在の居
住者が他の団地に移らない（団地内移転）とした最大人
数の場合を考え、⑵ 自団地のみで成立させるものとする。 
	 自団地のみの改修となると、居住者に移動してもらい
ながら、段階を踏んで改修を進めていかなくはならない。 
（５）小結	
本計画の改修スキームでは仮移転が多くなってしまう
が、住みながら改修するためのより良い対策を見つける
ことが今後の課題と言える。もう一つの課題として、経
済性の視点である。これまでの目白団地の家賃は、共益
費込みで 33,500 円であり、206 戸が埋まっている状態で
月 690,100 円となる。これを改修後も維持しようとすれば
月々の家賃は 41,572 円となり、専用部の面積が同じであ
りながら 1 万円近く上がってしまう。改修にも莫大な金
額がかかることを考えると、さらに上昇する可能性もあ
る。従前居住者がいる計画においては、彼らが費用対効
果を認めるかという点も課題になるだろう。 
現状
東西
28 人36 人
既存
104 戸
既存
102 戸
第 1段階
東西
25 人39 人
既存
104 戸
既存
102 戸
仮移転
第 2段階
東西
0人64 人
既存
104 戸
改修
102 戸
仮移転
第 3段階
東西
64 人0人
改修
104 戸
改修済
86 戸
仮移転
最終段階
東西
28 人 +36 人 +
改修済
80 戸
改修済
86 戸
戻り
第 1段階 西 3,4 階空き住戸に 1,2 階男性 16 戸が仮移転1,2 階男子便所を女子用に仮改造
東 変更なし
第 2段階 西 1,2 階女性 12 戸が 1階、3,4 階女性 13 戸が 2階に仮移転
全 102 戸、階段改修東
最終段階 西 改修前居住者優先で戻り入居
改修前居住者優先で戻り入居東
第 3段階 西 全 104 戸、階段改修仮改造した女子便所を男子用として補修
地階浴場の補修
補修済 86 戸に再び仮移転
1,2 階は女性（改修前居住者が優先）、3,4 階は男性東
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シェアプレイス東神奈川
トイレ シャワー /浴室キッチン大 キッチン小 洗濯機 洗面台戸数共用部のみフロア
住戸のある
フロア
0.05 - 1 0.02 0 - 0.12 0.28
0.05 - 1 0.01 0
0.02 0
0.02 0
0.03 0.13
0 0.07
0.02 0
0.01 0
0.02 0
0.02 0
0.01 0
0.04 0.13
0.01 0
0.26 0.21 0.16
0.07 - 1 0.25 0.16 0.16
0.08 - 1 0.25 0.10 0.16
0.13 - 1 0.28 0.19 0.13
0.15 - 1 0.23 0.15 0.15
0.13 - 1 0.29 0.13 0.17
0.08 - 1 0.31 0.17 0.10
0.13 - 1 0.37 0.19 0.17
0.05 - 1 0.23 0.19 0.17
0.06 - 1 0.28 0.29 0.29
0.13 - 1 0.26 0.26 0.35
0.04 - 1 0.24 0.21 0.22
0.09 - 1 0.03 0 0.31 0.28 0.28
0.30
0.26
-
0.30
0.23
0.46
-
-
0.29
026
0.20
0.28
-
0.15
シェビア恵比寿
シェアプレイス東神奈川 99
シェアリーフ千歳烏山
シェアプレイス田園調布南
シェアプレイス読売ランド
the C　東京・神田
TOKYO SYNC 赤坂
シェアプレイス東戸塚
シェアプレイス五反野
THE SHARE
シェアプレイス聖蹟桜ケ丘
シェアプレイス駒沢
シェアプレイス浦和
0.08 - 1 0.02 0.01 0.25 0.19 0.19 0.22合計
図８	 改修スキーム概略 
 
図９	 目白団地改修計画案 
５．	結論：シェア居住の可能性	
	 現代社会が猛烈なスピードで変化する中で、インター
ネットの普及による情報社会の成長と発達が大きく社会
を変容させた影響は大きい。しかし、情報社会が人々の
生活を確実に便利にした一方で、人間関係の希薄化は近
年頻繁に叫ばれている。人間同士の直接的な、生のコミ
ュニケーションを重要視しなくなり、物理的な距離は問
題ではなくなった。	
	 そのコミュニティは最低限で済まされる。「向こう三
軒両隣」という考え方は、もう存在しないのかもしれな
い。このような関係は「地縁」と呼ばれる。「地縁」は、
子供にとって親や教師以外の貴重な指導者であり、多世
代交流の場である。さらにはリタイアした高齢者にとっ
ての居場所ともなり、相互扶助の場ともなる。このよう
な関係は都市部では失われているように思われる。	
	 シェアハウスの主体となっている 20～30 代であり、そ
の多くの人がインターネットともに成長してきた。シェ
ア居住の実践者たちはこのような現代社会に物足りなさ
を感じ、生の感触を求めているのかもしれない。それが
無意識であっても、それは現代の人間関係の変化への対
処法としての、新たな住まい方の選択と言えるだろう。	
	 様々な年齢、職種の居住者とともに住むことが学ぶ場
になるという理由からシェア居住を選択している入居者
もいるように、シェアハウスは仮想の「地縁」を担って
いると言うことができるのではないか。また、そこにこ
そ高齢者が活躍する場が見出せるのではないだろうか。
時間がある高齢者にとっても、積極的に学ぶ姿勢を持っ
た若者にとっても、知識と経験の継承としてシェアハウ
スは最適であるように思う。しかし先に挙げた以外にも、
要介護になったしまった高齢者をどうするか、1～2 年の
スパンで身軽に入退去できることで新鮮な人間関係を構
築している現行のシステムをどうするかなど、依然とし
て課題は多い。まずはその成功例が必要になるだろう。	
	 このように、シェアハウスで体現される新たな仮想の
「地縁」は、未曾有の超高齢社会への対処法として有効な
概念であると考える。「地縁」を築くためには、そこに
居続けることがそうであるように、反復が不可欠である。
高齢者の入居が困難であっても、建築やシステムをデザ
インすることはできる。生活の共用部をシェアすること
でネットワークが構築されたように、居住だけに限らず
「シェア」という行為が人間関係を構築し、それが反復さ
れることで、仮想の「地縁」を創出する可能性を秘めて
いるのではないだろうか。	
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